
PEST分析レポート：屋外広告業 

P（政治的要因） 

 

・屋外広告物条例：地方自治体ごとに異なる規制の影響が大きく、全国展開や広域営業

が困難になりやすい。東京都や大阪府ではデジタルサイネージの基準も強化されており、

違反リスクが増加傾向。 

・景観条例と都市美観施策：観光地や都市部での景観配慮により、看板設置の制限が強

まる可能性。 

・補助金と地域振興策：商店街振興やまちづくり補助金を活用した看板リニューアル需

要が期待される。 

・選挙や災害時の看板活用における法制度の変化：公共的役割の一部として見直される

可能性。 

 

E（経済的要因） 

 

・建材価格の高騰：鉄・アルミ・アクリル板・LED 部材などの輸入依存による価格変動。 

・価格転嫁の困難さ：小規模事業者が多く、取引先との価格交渉力に乏しいため利益率

が圧迫されやすい。 

・地場産業としてのローカル需要依存：地域景気や人口動態に左右される面が強く、都

市部集中が進行。 

・省人化設備導入の初期投資負担：AI カッティング機器や自動印刷装置の導入には中小

企業にとって大きな負担。 

 

S（社会的要因） 

 

・職人の高齢化と技能継承：若年層の業界離れにより、現場スキルの空洞化が進行。 

・広告に対する価値観の変化：リアル広告の環境負荷や視認性への社会的関心が高まり、

看板の在り方が問われている。 

・Z世代の行動特性：スマホ中心の生活により屋外広告の注目度が低下。一方で“インス

タ映え”を狙ったデザインは新たな需要源。 

・地方における空き家・空き店舗活用：壁面や建物余剰資産を広告メディアとして活用

する新ビジネスが生まれている。 

 



T（技術的要因） 

 

・デジタルサイネージの進化：静的な看板から動的・インタラクティブな広告への転換

が進行。 

・ドローン＋AR 広告：空中プロジェクション技術や AR メガネとの連携により、物理

看板の代替が加速する可能性。 

・AI によるレイアウト・デザイン自動生成：営業提案や制作の効率化に貢献。 

・環境対応技術（ソーラーLED・リサイクル素材）：サステナビリティ志向企業との連

携が拡大。 

 

🔮 5年後の未来変化と仮説シナリオ 

 

・都市空間のデジタル統合が進み、デジタル看板は「パブリックインフラ」の一部とし

て整備され、屋外広告業者は都市開発との連携が不可欠になる。 

・看板設置スペースの「シェアエコノミー化」により、一般住宅や車体、ドローンなど

が広告媒体として取引される新市場が生まれる。 

・「視線データ」に基づく広告効果測定技術が普及し、屋外広告の費用対効果が可視化

される。これにより、受託型ビジネスから“リターン保証型”ビジネスモデルへの転換が

進行。 

・生成 AI による「瞬間デザイン広告」普及で、パーソナライズされた屋外広告が当た

り前になる時代が来る。 

 


